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             第１章 
 
 ドイモイ初期の開拓移民事業にみるベトナムの「国家と社会」 
− 1980 年代における「新しい故郷」の建設− 
            





































































































































































































































 表１ ハイフン省からの開拓移住先（1976-1980 年）  
入 植 先 （ 省 ） 世 帯 数  労 働 人 数 全 体 人 数
ク ア ン ニ ン  2,389 17,823 24,486 
ソ ン ラ ー  591 1,596 3,626 
ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 1,129 13,434 16,601 
ド ン ナ イ  110 4,554 4,794 
ロ ン ア ン  31 2,995 3,058 
軍 隊 ・ そ の 他 農 場 294 18,814 19,226 
編 入  204 657 1,932 
合 計  4,748 59,873 73,723 













された。北部農村から徴用された青年労働者は「青年先鋒隊  (thanh nien xung 
phong)」と呼ばれ、主に軍事義務の一環として 1978 年から集中的に新経済区
建設に動員された（ 11）。  
第２次５ヵ年計画期の開拓移民人口の規模は一気に 152 万人に急増したも
のの、その過半数が近距離の省内移動で、北部から南部への遠距離域外移動
は 20 万 6,000 人にしか過ぎず、しかもその大半がドンナイ、ラムドン、ザラ
イ＝コントゥム各省など東南部や中部高原に新しく建設された国営農林場へ
の労働力投入であった（ 12）。  
 具体的にハイフン省の事例から見てみよう。表１はハイフン省から 1976
年から 1980 年までの第２次５カ年計画期に新経済区に移住した開拓移民人























 表２ ハイフン省から国営農場への就労・帰郷状況（1976-1980 年） 
農 場 名  入 植 者 数  残 留 人 数  帰 郷 人 数  帰 郷 率  
１ ） ド ン ナ イ 省      
    ソ ン ザ イ II 1,018 546 472 46.4% 
  ソ ン ザ イ III 871 404 467 53.6% 
    ソ ン ザ イ IV 1,586 670 916 57.8% 
    ト ヴ ッ ク  926 160 766 82.7% 
           小 計  4,401 1,780 2,621 59.6% 
２ ） ロ ン ア ン 省      
    ロ ン ハ イ I 1,235 428 807 65.3% 
    ロ ン ハ イ II 1,273 556 727 57.1% 
           小 計  2,508 984 1,534 61.2% 
３ ） ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 省     
    ザ プ ラ ン  889 458 391 44.0% 
    イ ア チ ャ ム  1,156 780 366 31.7% 
    ニ ン ド ゥ ッ ク  926 350 576 62.2% 
    イ ア ゾ ン  1,400 902 598 42.7% 
    ダ ク ゾ ア  1,272 407 765 60.1% 
    イ ア ズ ン  1,260 610 650 51.6% 
小 計  6,903 3,507 3,346 48.5% 
合 計  13,812 6,271 7,501 54.3% 














した「各新経済区建設政策に関する CP 第 95 号決定（以下、CP95 号決定）」
であった。この政策が掲げる「国家と人民が共に行う」というスローガンは、


































CP95 号決定では、生産投資資金を「補助 (ho tro)」し、その他の開拓関連経費






















彼らは一世帯あたり 20 平方メートルから 30 平方メートルの家屋の建設資材
の費用や井戸の掘削や貯水道具を揃える費用などを支給された。さらに、入
植直後の１年間は、国家による食糧補助が保障された。一カ月の補助額は、
主要労働力一人あたり 18 キロ、補助労働力同 16 キロ、その他扶養家族同平
均 9 キロと定められた。  
 
(2)開拓移民を促す諸要素と 1980 年代の移住規模 































それでは、この時期の移住動向を概観しておこう。1981 年から 1990 年ま
での遠距離開拓移民人口は 58 万人以上に上り、その内北部から南部への移民





























然人口増加を考慮すると 10 年間に 70 万人を新経済区に移出させなければな
らなかった（21）。目標値が割り出されると、次は予定地の確定と区画計画で
ある。ハイフン省では送り出しの前に、省の開拓移民事業の専門機関である




















金は 1982 年に設立された「新経済区建設基金(Quy xay dung vung kinh te 



































って労働力を追加補充するだけでよかった。そのため、1976 年から 1981 年
の統計では、ハイフン省からの開拓民を最も多く受け入れたクアンニン省で
は、13 合作社へ 2,510 世帯、18,099 労働、25,074 人が移住している。一方、








 表３ ハイフン省からクアンニン省内合作社への開拓移住状況（1976〜1980 年） 
    開 拓 入 植     帰 郷    帰 郷 率  
合 作 社 名  世 帯 数  労 働 人 数  全 体 人 数 世 帯 数 労 働 人 数 全 体 人 数   
１ ） ク ア ン ハ ー 県  1,237 2,710 6,304 259 532 1,314 20.9% 
     ク ア ン タ イ ン  110 244 532 5 12 26 4.5% 
     デ ム ハ ー  234 490 1,150 79 175 412 33.8% 
     ク ア ン タ ン  101 200 490 9 13 49 8.9% 
     ク ア ン ア ン  94 213 489 2 3 9 2.1% 
     ズ ッ ク イ エ ン  119 301 743 32 65 119 26.9% 
     ダ イ ヒ ン  146 322 727 17 32 87 11.6% 
     タ ン ビ ン  280 599 1,382 55 105 300 19.6% 
     ク ア ン ロ イ  59 125 306 59 125 306 100.0% 
     ク ア ン ビ ン  94 216 485 1 2 6 1.1% 
２ ） テ ィ エ ン イ エ ン 県  82 189 424 15 30 56 18.3% 
     ド ン ハ イ  82 189 424 15 30 56 18.3% 
３ ）ホ ア ン ボ ー 県（ 外 島 ） 421   183   43.5% 
     ヴ ィ エ ッ ト フ ン  148   50    
     ト ン ニ ャ ッ ト  138   33    
     タ ン ロ ン  135   100    
合 計  1,740   457   26.3% 














表４ ハイフン省の開拓移民事業５カ年計画（1981-85 年） 
    1981 年  1982 年 1983 年  1984 年  1985 年  
当 初 の 計 画  世 帯  1,550 3,200 5,000 9,000 11,250 
  労 働 人 数  3,100 6,400 10,000 18,000 22,500 
  全 体 人 数  7,750 16,000 29,000 22,500 56,000 
下 方 修 正 後 の 計 画 労 働 人 数  3,100 2,000 2,400 3,000 3,300 
  全 体 人 数  7,750 4,100 6,000 7,500 7,350 
実 績  労 働 人 数  2,150 406 1,595 3,095 3,454 
  全 体 人 数  4,484 753 2,599 6,049 6,129 
  労 働 人 数 達 成 率 69％  21％  58％  103％  105％  
出典：[Ban kinh te moi tinh Hai Hung:1981:13]および[So lao dong tinh Hai 
Hung:1986:3] 
そのため、1980 年以降の開拓移民計画は当初の予定から大幅に下方修正せ


































表５ ハイフン省からの開拓移民事業計画（1986〜1990 年） 
入 植 先 (省 ) 労 働 人 数  全 体 人 数  
ク ア ン ニ ン  5,000 12,500 
ソ ン ラ ー  1,000 2,500 
ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 30,000 75,000 
ダ ッ ク ラ ッ ク 52,000 130,000 
ロ ン ア ン  32,000 80,000 
合 計  120,000 300,000 















































 ザライ＝コントゥム省の 12 カ所の合作社では、最高 10 ヘクタールも開墾
した家族もあり、ナムタイン県のタンホン合作社では 161 世帯 365 人が 401
ヘクタール（栽培面積 317 ヘクタール、その内稲作 280 ヘクタール）を開墾
し、チャウザン県のタンチャック合作社では 226 世帯が 400 ヘクタール（栽
培面積 333 ヘクタール、その内稲作 200 ヘクタール）を開墾し、同県タンサ
オ合作社では 71 世帯 150 人が 150 ヘクタール（栽培面積 125 ヘクタール、そ
の内稲作 80 ヘクタール）を開墾した。同省 12 合作社（1046 世帯、5260 人）
全体の栽培面積は 1389 ヘクタールに上り、世帯平均で 1.32 ヘクタール、そ
の内稲作 0.96 ヘクタールも経営していた（31）。 






















































































（１） 農業経営に関する政策は 1980 年代に段階的に変化してきた。1981 年の党書記局
100 号指示（生産物請負制）と 1988 年の党政治局 10 号決議である。1981 年の
生産物請負制は、合作社の共有地を一定の期間農家に分配し、最終生産物（籾
米）の収穫に責任を負わせ、請負ノルマを超過した分は農家の取り分とした。





80 年代から 90 年代に施行された一連の農業改革の流れを踏まえた上で生産物請
負制をドイモイの契機とする主な先行研究として、本章で論じた古田とカーク
フリートの著作の他に、ベトナム農業経済研究者であるチュー・ヴァン・ラム




ン[Pham Quang Minh  2004]である。後者の中には、農業集団化の解体の契機を
一般的に合作社の解体に求めている論者もいるが、10 号決議以降北部ベトナム
において全ての合作社が解体したわけではない。 












（５） Ngan hang-Nong truong[銀行−農場][Cong Bao [広報]:7-11-1962].開拓移民の
年配の両親が病気になり、診療所や病院で治療を受けた場合、入院費の減免も
受けることができた。また、郷里に残された子どもが労働年齢に達した際、賦




で１コンあたり 1.2 ドンとなり、配給米は一人当たり 10 キロと規定された。そ
の他、移住者の財産を売却した際に生じた損失の穴埋めのためにチャウザン合
作社は 113,694 ドンを支出している(Ban kinh te moi Ha Nam Ninh [ハーナム
ニン省新経済区委員会][1982:15])。 
（７） Lien bo Tai chinh-Nong truong-Y te[ 財 政 − 農 場 − 医 療 連 省 ][Cong 
Bao:21-2-1962:59]. 










な待遇措置については、1978 年に発令された政府首相第 460 号指示に規定され
た(Hoi Dong Chinh phu[政府評議会][Cong Bao:15-3-1980:104-107])。 
（１２） この時期、紅河デルタから南部への開拓移民人口は北部山岳丘陵地域への規
模とほぼ同数で、まだそれほど大きな流れにはなっていなかった。顕著なのが




政治的意図で行われたものが主である(Pham Do Nhat Tan [1988:28]). 
（１３） 労働人数と全体人数の累計が報告書に示された合計（それぞれ 60,759 人と
74609 人）と合致せず、それぞれ 886 人不足している。また、別の報告書による
と、同５年間の集計は 2,870 世帯、1,5310 人（5,755 労働力）となり（Chi cuc 







（１５） Ban kinh te moi tinh Hai Hung[ハイフン省新経済区委員会][13-11-1981:7]. 


















（２１） Ban kinh te moi tinh Hai Hung [1981:12].  




（２３） Ban kinh te moi tinh Hai Hung [1981:16]. 
（２４） 2005 年 8 月および 2006 年 8 月に筆者が行ったハイズオン省ニンタイン県開拓
移民担当職員リェウ・ドゥック・トゥオン（Lieu Duc Tuong ）氏とのインタビ
ューによる。トゥオン氏は約 30 年間専門スタッフとして事業実施にあたった。 
（２５） 新経済区建設基金については以下の通り。中央レベルについては[Hoi dong bo 
truong[閣僚評議会]:1982]、ハイフン省については[UBND tinh Hai Hung[ハイ





（２７） So lao dong tinh Hai Hung[ハイフン省労働局][1983:2-3]. 
（２８） 同上 [1986:6]. 
（２９） 2006 年 8 月にハイズオン省ニンザン県ドンスエン行政村およびギアアン行政
村で行ったインタビューによる。 
（３０） Ban kinh te moi Hai Hung [1981:10]. 
（３１） 同上 [1981:6]. 
（３２） 少なくとも 10 号決議施行後も、ハイフン省からザライ=コントゥム省やダッ
クラック省など中部高原では入植した開拓農民、特に旧合作社幹部が率先して
新合作社を建設し、同行した共産党幹部や・行政村幹部などによって共産党支
部が合作社内に設立されたようである[So lao dong tinh Hai Hung-Chi cuc dieu 





（３４） ハイフン省の報告書によれば、1986 年から 1990 年までの第４次５カ年計画に
従い、ロンアン省のカンボジア国境に接する新経済区のヴィンフン県に２つの
合作社を建設することが計画された[So lao dong tinh Hai Hung 1986:9-10]。
そのうちの１カ所はカインフン行政村サイザン集落で建設が予定されていたと










コックタイン合作社の自治機能をめぐって−」『アジア研究』第 45 巻第１号、61-100. 
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